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令和 2年（2020 年）2月 28日 

報道機関各位 

 

ＩＣクレジットカード取引の推進等にかかるクレジットカード業界としての取組みについて 
 

一般社団法人日本クレジット協会 

 

一般社団法人日本クレジット協会（会長 山本 豊）では、クレジットカード業界の取

組みとしての周知・啓発活動の一環として、クレジットカード会員に対し、暗証番号（Ｐ

ＩＮ）入力による本人確認の重要性（会員自身が設定した暗証番号を入力する方がサイン

より更に安全であること）を改めて理解してもらい、自らのクレジットカードの暗証番号

を認知したうえで、安全・安心なクレジットカード取引を行っていただくことを目的とし

て、クレジットカード会社各社が共通でご活用いただける、ＷＥＢバナー及び啓発専用ペ

ージを作成しました。 

 

本施策は、クレジットカードをご利用されるカード会員の皆様に対して、継続した周知・

啓発が必要となることを踏まえ、実施期限等は設けずに広報していきます。 

 

【啓発専用サイト】 

ＵＲＬ：https://www.j-credit.or.jp/security/understanding/consumer.html 

 

 また、啓発専用ページ及び日本クレジット協会ＹｏｕＴｕｂｅチャンネルにおいて、ＩＣ

クレジットカードによる暗証番号の設定・管理のポイント等、ＩＣクレジットカード取引に

おける暗証番号入力の重要性についてわかりやすく啓発するアニメーション動画を公開（Ｕ

ＲＬ：https://youtu.be/wcI4ATrPP2A）しています。３月１日～３月３１日の期間において

は、本ＷＥＢ動画及びＷＥＢバナーを活用したＷＥＢ広告を実施する予定です。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

以上 

○本件問い合わせ先 

一般社団法人日本クレジット協会 セキュリティ対策推進センター 

〒103-0016 中央区日本橋小網町 14 番 1号 住生日本橋小網町ビル 

TEL ０３－５６４３－００１１ 

https://www.j-credit.or.jp/security/understanding/consumer.html
https://youtu.be/wcI4ATrPP2A
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ＩＣクレジットカード取引の推進等にかかる広報施策の概要 

１．実施目的  

安全・安心なクレジットカード取引を推進するため、クレジットカード会員に対して、

暗証番号（ＰＩＮ）入力による本人確認の重要性（会員自身が設定した暗証番号を入力す

る方がサインより更に安全であること）を改めてご理解いただき、自らのクレジットカー

ドの暗証番号を認知したうえで、クレジットカード取引を行っていただくことを目的とし

ています。 

 

２．実施概要 

「クレジットカード業界ではＩＣクレジット取引を推進しています」をキャッチフレー

ズに、クレジットカード会社各社が共通でご活用いただける、共通ＷＥＢバナー及び啓発

専用ページを活用し、クレジットカード業界の取組みとして、消費者に対して周知・啓発

を図ります。 

 

○啓発専用ページＵＲＬ 

https://www.j-credit.or.jp/security/understanding/consumer.html 

 

３．共通ＷＥＢバナーについて 

＜バナーデザイン（例）＞ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

４．実施期限 

クレジットカードをご利用されるクレジットカード会員の皆様に対して、継続した周知・

啓発が必要となることを踏まえ、実施期限等は設けずに広報していきます。 

 

５．啓発用アニメーション動画について 

ＩＣクレジットカードによる暗証番号の設定や管理のポイント等、暗証番号取引の重要性

について解説する動画を制作し、啓発専用ページ及び日本クレジット協会ＹｏｕＴｕｂｅチ

ャンネルにおいて公開しています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

○日本クレジット協会ＹｏｕＴｕｂｅチャンネルＵＲＬ 

https://youtu.be/wcI4ATrPP2A 

別紙 

 

https://www.j-credit.or.jp/security/understanding/consumer.html
https://youtu.be/wcI4ATrPP2A
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６．ＷＥＢ媒体を活用した広報について（予定） 

令和２年３月１日～３月３１日の期間で啓発用バナー及び動画を活用したＷＥＢでの広報

を実施いたします。 

 

[掲載媒体（ＷＥＢサイト）] 

バナー広告：Ｙａｈｏｏ、Ｌｉｎｅ 

 動画広告 ：Ｇｏｏｇｌｅ、ＹｏｕＴｕｂｅ 

 

以上 


